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 2011年東北地方太平洋沖地震において被災，および2005年宮城県沖地震において無被災であった仙台市

泉区南光台6丁目の宅地造成斜面に着目し，被災・無被災の再現解析を実施した．具体的には，まず，現

地で地震観測などを行い，得られた記録などに基づいて本震時の地震動を推定した．そして，推定地震動

を入力波とした宅地造成斜面のNewmark法に基づく滑動変形量解析ならびに動的有効応力解析を実施した．

その結果，Newmark法に基づく解析では，被災・無被災を定性的には評価できるが残留変形量の実績値を

再現するには至らなかったこと，一方で，動的有効応力解析では，被災・無被災の評価だけでなく残留変

形量の実績値についても再現可能であることを示した． 

 

     Key Words : Slope failure, strong motion estimation, Newmark’s sliding block method, 
                          dynamic FEM analysis, residual displacement, damage and non-damage simulation 

 
 
1.  はじめに 

 

2011年東北地方太平洋沖地震(MW9.0)において被災し

た幾つかの仙台市内の宅地造成地(例えば，仙台市太白

区緑ヶ丘および仙台市泉区南光台など)は，1978年宮城

県沖地震(MJ7.4)の際にも被災している1),2)．仙台市泉区

南光台6丁目の主谷の出口に位置する宅地造成斜面(以後，

対象斜面と呼ぶ)では，1978年宮城県沖地震の強震動の

作用により，斜面崩壊を伴う被害が発生し，その後，擁

壁などの対策工が施され，2005年8月16日11時46分に発

生した宮城県沖を震源とする地震(MJ7.2)(以後，2005年

宮城県沖地震と呼ぶ)の際には，無被災であった．しか

しながら，2011年東北地方太平洋沖地震による強震動の

作用により斜面崩壊を伴う深刻な被害が発生3),4)した． 

これまで著者らは，宅地造成地(一関市舘ニュータウ

ン5)，仙台市泉区南光台2, 3, 4, 7丁目6)，仙台市太白区緑ヶ

丘団地7)，仙台市青葉区折立団地8)，仙台市青葉区西花苑
9)，宮城県山元町太陽ニュータウン10)，白石市緑が丘団

地11)，福島市伏拝あさひ台団地12)，茨城県東海村南台団

地13)など)に作用した2011年東北地方太平洋沖地震時に

おける強震波形を評価している．その際，いずれのケー

スも被害が発生した2011年東北地方太平洋沖地震を主に

評価対象としており，無被災であった大規模地震を評価

対象としているケース11)は少ない．しかしながら，対象

斜面では，上述のように地震毎に被害の程度が異なって

いることから，被害が発生した地震(本稿では，2011年

東北地方太平洋沖地震を対象とする)だけでなく，被害

が発生しなかった地震(本稿では，2005年宮城県沖地震

を対象とする)において，対象斜面に作用した地震動を

評価することは重要14),15)である． 

図-1は，宅地造成斜面の耐震性能評価の信頼性向上を

図るためのフロー16)である．図-1に示すように，既往の

大規模地震などにおいて被災した(あるいは無被災であ

った)宅地造成斜面に対して，現時点で採用可能な被害

予測手法(例えば，動的FEM解析など)を適用し，推定さ

れた被害・無被災と実際の被害・無被災を比較し，被害 
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図-1 宅地造成斜面の耐震性能評価の信頼性向上策                    図-2 対象斜面と既往大地震との位置関係 
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写真-1 2011年東北地方太平洋沖地震による対象斜面の被災19)           図-3 対象斜面の亀裂分布3)と地震被災状況19) 

 

表-1 対象斜面における残留変位の実績値と推定値の比較一覧 

2005 Main Shock 2011 Main Shock

Actual results Virtually Zero 70 to 150 cm

Newmark’s method 01.8 cm 135.8 cm

Dynamic FEM analysis 12.0 cm 111.0 cm  

Small-Titan
七北田中学校
（1853，75，6.1）

八乙女駅
（1150，75，5.8）

Small-Titan
南光台東小学校

（709，71，5.9）

0 500 m

（PGA [Gal]，SI値 [cm/s]，気象庁計測震度）

N

対象斜面

 
図-4 対象斜面周辺の本震観測記録の分布 

 

予測手法の適用性を確認する．適用性が十分でない場合

には，その原因を究明し，被害予測手法の改良につなげ

る．こうしたプロセスを繰り返すことで，同種の宅地造

成斜面の耐震性能評価の信頼性が向上すると考えられる．

すなわち，2011年東北地方太平洋沖地震および2005年宮

城県沖地震(以後，これら2つの大規模地震をまとめて既

往大地震と呼ぶ)における対象斜面(図-2参照)での推定

地震動を入力した動的解析を実施し，対象斜面の被災・

無被災を再現することも重要17)である． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，まず，対象斜面近

傍において地震観測を実施し，得られた記録に基づいて

サイト特性を評価した．次に，評価したサイト特性に基

づいて，2011年東北地方太平洋沖地震および2005年宮城

県沖地震において対象斜面に作用した強震波形をそれぞ

れ評価した．最後に，評価した地震動を入力波とした，

(I)Newmark法18)に基づく滑動変形量の評価，および(II)

動的有効応力解析に基づく残留変形量の評価をそれぞれ

行うことで，対象斜面において観測された実際の変形量

と比較することによって，被災・無被災の再現を試みた． 

 
 
2.  対象斜面の概況 

 

南光台(対象斜面)は，昭和37年から60年にかけて造成

された大規模宅地であり，2011年東北地方太平洋沖地震

による強震動の作用によって，写真-1に示すとおり，斜

面崩壊を伴う深刻な被害が発生した．図-3は，対象斜面 
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図-5 対象斜面周辺の地質図                                                                                      図-6 対象斜面周辺の表層地質図 
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図-7 対象斜面周辺の地形分類図                                                                                    図-8 対象斜面周辺の土壌図 

 
の亀裂分布図3)に対して，著者ら19)による現地踏査の状

況写真を追記したものである．図-3(枠内写真)に示すよ

うに，法尻付近では，盛土と地山との境界にコンクリー

ト製の階段が設置されていたが斜面崩壊による大規模な

変状を生じているだけでなく，1978年宮城県沖地震後に

施工された擁壁は側方移動している．一方で，法肩付近

では，斜面崩壊に伴い法肩近傍にあった住家の柱が損傷

している．なお，2011年東北地方太平洋沖地震前後の測

量結果に基づく対象斜面の法肩における水平方向の残留

変形量は，表-1に示すとおり，70～150cm程度であった

ことが報告20)されている． 

 図-4は，2011年東北地方太平洋沖地震における対象斜

面周辺の強震記録の分布を示す．図-4には，各観測点に

おける3成分合成最大加速度値PGA(Gal)，N-S成分のSI値

(cm/s)21)，気象庁計測震度22)も同時に示している．図-4に

示すように，対象斜面周辺には，Small-Titan観測点(2地

点)23)と八乙女駅(震度計)24)の既存強震観測点があるもの

の，PGAの値に非常に大きな差異が生じており，両観測

点間におけるサイト特性の差異が示唆される． 

 図-5，図-6，図-7，図-8は，(独)産業技術総合研究所

による地質図25)，および国土交通省国土政策局国土情報

課による表層地質図26)，地形分類図26)，土壌図26)に対し

て，対象斜面とその周辺の強震観測点による位置情報

(図-4参照)を重ね合せたものである．図-5，図-6，図-7，

図-8に示すように，3観測点の位置相当における地形・

地質等の種別はまちまちとなっており，強震記録の差異

に影響を及ぼしている可能性が考えられる． 

したがって，比較的近接している観測点同士(対象斜

面を取り囲む観測点同士)でも，本震時(既往大地震時)

における地震動特性に差異が生じており，対象斜面と周

辺観測点との間に地震動特性の差異が生じている可能性

は否定できない．既往大地震時に対象斜面に作用した強 
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図-9  Small-Titan南光台東小学校の観測波に対するスペクトル比 
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図-10 丸山の方法31),32),33)による地震動推定フロー 

 

震動は，対象斜面におけるサイト特性を評価した上で推

定することが肝要である． 

 

 

3.  入力地震動の評価 

 

(1)  余震観測 

本研究では，対象斜面近傍(法尻付近)において地震計

を設置し，地震観測を実施した．2012年11月27日～2013

年2月27日の3か月間であり，地震計としてはボアホール

型広帯域加速度計を採用した．地震計の詳細については，

文献27)を参照されたい．地震観測システムや観測期間

は，南光台2, 3, 4, 7丁目での地震観測28)と同様である．ま

た，観測条件として，サンプリング周波数は100Hz，観

測方向は3成分(N-S方向，E-W方向，U-D方向)とし，ト

リガー加速度レベルは設定せずに常時観測を継続するシ

ステムを採用した．なお，得られた主要な地震観測記録

の一覧については，文献28)と同様であり参照されたい． 

 

(2)  スペクトル比の評価 

図-9は，Small-Titan南光台東小学校で得られた観測地

震動のフーリエスペクトルに対する比較を行ったもので

ある．比較対象としては，①Small-Titan七北田中学校で

の観測地震動(ただし，2011年東北地方太平洋沖地震前)

のフーリエスペクトル，②Small-Titan七北田中学校での

観測地震動(ただし，2011年東北地方太平洋沖地震時)の

フーリエスペクトル，③対象斜面での観測地震動(ただ

し，2011年東北地方太平洋沖地震後)のフーリエスペク

トルである．ここに，フーリエスペクトルの計算には，

0.05HzのParzen Windowを考慮している．なお，スペクト

ル比(①Small-Titan七北田中学校(本震前)，②Small-Titan

七北田中学校(本震時)，③対象斜面(本震後)／Small-

Titan南光台東小学校(上記①～③において共通))を計算

する際には，両地点の距離の違いによる補正29),30)を施し，

観測地震数によってスペクトル比を平均化している． 

図-9に示すとおり，対象斜面におけるスペクトル比に

着目すると，1.0付近で推移していないこと，および

Small-Titan七北田中学校でのスペクトル比と類似してい

ないことから，Small-Titan南光台東小学校ならびにSmall-

Titan七北田中学校で得られた観測地震動を，対象斜面に

作用した本震時(既往大地震時)の地震動として直接転用

できないことが読み取れる．一方で，Small-Titan七北田

中学校のスペクトル比に着目すると，本震前と本震時に

おいて比較的良い一致を示していることから，Small-

Titan南光台東小学校における本震観測記録(既往大地震

時の観測記録)のフーリエスペクトルに対して，余震等

の中小地震による観測記録に基づく対象斜面でのスペク

トル比を掛け合わせることによって，本震時(既往大地

震時)における対象斜面での推定地震動のフーリエスペ

クトルを評価できる可能性が高いことが示唆される． 

 

(3)  地震動推定手法とその適用性 

本研究では，丸山の手法31),32),33)を用いて，対象斜面お

よびその周辺の強震観測点であるSmall-Titan七北田中学

校(以後，二地点まとめて推定点と呼ぶ)における地震動

の推定を行った．以下，2011年東北地方太平洋沖地震を

対象地震とした場合を例に，地震動推定の流れを示す

(2005年宮城県沖地震を対象地震とした場合においても

地震動推定の流れは同様34)である)． 

図-10に地震動推定フローを示す．具体的には，まず，

基準観測点としてSmall-Titan南光台東小学校を選定した． 

次に，基準観測点での本震観測記録(図-11(a), (b)参照)に

よるフーリエ振幅を計算し，そのフーリエ振幅に対して

スペクトル比(推定点／基準観測点：図-9参照)を掛け合

わせることによって，推定点における本震時のフーリエ

振幅を推定した．その際，水平2成分それぞれについて 
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図-11 基準観測点での観測波(同図(a),(b))と，地震動推定手法の適用性確認(同図(c),(d),(e),(f)) 

 

同様の計算を行った． 

最後に，得られたフーリエ振幅と，基準観測点での本

震記録のフーリエ位相を組み合わせ，因果性を考慮した

フーリエ逆変換35)を行うことで，推定点における本震時

の地震動を推定した．なお，対象斜面における観測記録

の中に宮城県沖を震源とする最適な中小地震によるもの

が含まれていなかったため，本稿ではサイト位相特性の

置換36),37)の実施を見送った． 

図-11(c), (d), (e), (f)にSmall-Titan七北田中学校における本

震時の加速度・速度波形(観測波)とその強震動推定結果

(推定波)を比較したものを示す．なお，ここでは，両波

形ともにバンド・パスフィルタなどの波形処理は行って

いない．さらに，絶対加速度応答スペクトルおよび相対

速度応答スペクトル(ともに減衰定数5%)を観測波と推

定波で比較したものを図-12(a), (b), (c), (d)に示す．図-11 

(c), (d), (e), (f)および図-12(a), (b), (c), (d)に示すとおり，推定

波は比較的良好に観測波を再現できている．すなわちこ

れは，対象斜面に対して丸山の手法31),32),33)を適用すれば，

本震時における対象斜面に作用した地震波形を一定の精

度で推定できる可能性が高いことを示唆している． 

 

(4)  対象斜面における地震動の評価 

 図-13(a), (b), (c), (d)は，2011年東北地方太平洋沖地震時

における対象斜面での推定加速度波形および推定速度波

形である．さらに，2005年宮城県沖地震時における対象

斜面での推定加速度波形および推定速度波形(3.(3)と同

様の方法を用いて推定34))を図-13(e), (f), (g), (h)に示す．図-

13(a), (b), (c), (d)と図-13(e), (f), (g), (h)を比較すると，2011年

東北地方太平洋沖地震による推定地震動のほうが，2005

年宮城県沖地震による推定地震動よりも加速度・速度振

幅が大きく，地震動の継続時間も長くなっている． 

 図-12(e), (f), (g), (h)は，2011年東北地方太平洋沖地震時 
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図-12 地震動推定手法の適用性確認(同図(a),(b),(c),(d))，および推定地震動の応答スペクトルの特徴(同図(e)～(l)) 

 

におけるSmall-Titan南光台東小学校での観測地震動と対

象斜面での推定地震動の応答スペクトル(ともに減衰定

数5%)を比較したものである．図-12(e), (f), (g), (h)に示す

ように，3.(2)で述べた両地点間のサイト増幅特性の差異

に起因して0.1～0.3sの周期帯域において，対象斜面での

応答スペクトルがSmall-Titan南光台東小学校での応答ス

ペクトルを連続的に上回っているものの，0.3sよりも長

周期帯では両地点の応答スペクトルは概ね類似している． 

 図-12(i), (j), (k), (l)は，2011年東北地方太平洋沖地震と

2005年宮城県沖地震における対象斜面での推定地震動の

応答スペクトル(ともに減衰定数5%)を比較したもので

ある．図-12(i), (j), (k), (l)に示すように，0.1～0.2sの周期帯

域を除いて，2011年東北地方太平洋沖地震による応答ス

ペクトルが2005年宮城県沖地震による応答スペクトルを

概ね包絡している． 

 以上の結果によれば，2005年宮城県沖地震と比較して

2011年東北地方太平洋沖地震では，対象斜面に非常に大

きな地震動が作用し(図-13および図-12(i), (j), (k), (l)参照)，

その地震動のレベルは，周辺の観測点であるSmall-Titan

南光台東小学校で得られた本震記録よりも比較的大きか

ったものと推察される．4.および5.では，本章で評価し

た推定波を用いて対象斜面における耐震検討(滑動およ

び残留変形量の評価)を行った結果について述べる． 

 

 
4.  Newmark法による滑動変形量の評価 

 

図-14は，仙台市宅地保全審議会技術専門委員会38)に

よる対象斜面の2次元盛土モデルである．図-14に示すと

おり，対象斜面は，砂礫層Gs，沖積砂質土層As，沖積

粘土層Acからなる基礎地盤上に造成された盛土(B1層お

よびB2層)であり，地下水位が盛土内に形成され，非円

弧のすべり面が推定されている．以下，Newmark法18)に

よる滑動変形量解析の流れについて示す． 
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図-13 2005年宮城県沖地震および2011年東北地方太平洋沖地震による対象斜面での推定地震動 

 

まず，盛土内における地盤物性値39),40)については，対

象斜面および周辺の造成宅地での各種地盤調査結果に基

づき，単位体積重量tをt=19kN/m3(B1層)およびt=20 

kN/m3(B2層)，内部摩擦角を=25deg.(B1層)および=29 

deg.(B2層)と設定した．また，粘着力cは，粘着力cと地

盤深度hの経験式(c (kPa) = h (m))41),42)に基づき，粘着力cの

値を地盤深度1m毎に与えた． 

次に，修正Janbu法43)による斜面安定計算を行い，対象

斜面のすべり安全率が1.0となる際の水平震度kH(降伏加

速度At)を0.2965(296.5Gal)と算定した． 

最後に，図-15(a)および図-15(b)に示すように，2011年

東北地方太平洋沖地震および2005年宮城県沖地震による

対象斜面(地盤地表面・法尻相当)での推定加速度波形の

N-SおよびE-W成分(図-13(a), (b), (e), (f)参照)を主要滑動方 
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図-14 対象斜面の2次元盛土モデル38) 
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図-15 対象斜面の主要滑動方向における推定地震動の加速度時刻歴 
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図-16 Newmark法に基づく対象斜面の滑動変形量の時刻歴 

 

向(図-2参照)に変換した．そして，上記で得られた降伏

加速度At(296.5Gal)および推定加速度波形(図-15(a), (b)参

照)を用いて，Newmark法18)による滑動変形量を計算した． 

図-16に計算した滑動変形量の時刻歴を示す．図-16に

示すとおり，残留変形量は，2011年東北地方太平洋沖地

震のケースにおいて35.8cm，2005年宮城県沖地震のケー

スにおいて1.8cmとなっており，対象斜面の被災・無被

災を定性的に再現できている．しかしながら，表-1に示

すとおり，2011年東北地方太平洋沖地震における残留変

形量の実績は70～150cmであり，残留変形量を過小に評 
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表-2 動的有効応力解析(LIQCA)における入力パラメータの一覧 

Gs AS AC
B2GW,

bottom
B2GW B1GW B2 B1

Initial void ratio e0 0.4 1.0 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 

Compression index λ 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

Swelling index κ 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002

Initial shear 
modulus ratio

G0/σ'm0 2,300 1,700 1,700 1,300 1,300 1,400 2,200 1,500

Coefficient of permeability k (cm/s) 0.0098 0.0000098 0.0049 0.00098 0.00098 0.00098 ― ―

Unit weight ρ (kN/m3) 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9 1.9 
Phase transformation

stress ratio
M*m 1.100 0.700 0.700 0.700 0.700 0.700 0.700 0.700

Failure stress ratio M*f 1.500 1.336 1.336 1.336 1.158 1.158 1.158 1.158

Hardening parameter

B*0 6,000 4,200 4,000 5,200 5,000 5,000 3,400 2,800

B*1 60 42 40 52 50 50 34 28

Cf 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

Dilatancy parameter
D*0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

n 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 

Reference strain parameter
γP*

r 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008

γE*
r 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012  

B2B1

B1GW B2GW

B2GW,bottom

AC

Gs

0               10m

N30°E

AS  

図-17 対象斜面のFEMモデル 

 

価していることが読み取れる．過小評価の原因としては，

Newmark法に基づく滑動変形量の計算では，盛土斜面内

における地震動の増幅効果11),44),45)や過剰間隙水圧の発生

効果46)などを考慮されていないことが挙げられる．そこ

で次章では，対象斜面における動的有効応力解析を行っ

た結果について述べる． 

 

 
5.  動的有効応力解析による残留変形量の評価 

 

(1)  解析モデルおよび入力パラメータ 

対象斜面の2次元FEMモデルを図-17に示す．このモデ

ルは，仙台市宅地保全審議会技術専門委員会38)による2

次元盛土モデル(図-14参照)を参考に，既往のボーリン

グ調査や土質試験の結果を踏まえて作成したものであり，

使用要素は全て平面ひずみ要素である．図-17に示すよ

うに，基礎地盤(砂礫層Gs，沖積砂質土層As，沖積粘土

層Ac)上にあるB1層およびB2層から成る盛土層を，底部

(B2GW,bottom)，地下水位以深部(B1GW, B2GW)，地下水位以

浅部(B1, B2)の5つに分類した． 

土層に対しては岡ほかによる弾塑性モデル47)，擁壁に

ついては弾性体でモデル化した．各土層に対して設定し

たパラメターを表-2に示す．参考とした地盤調査は，対

象斜面およびその付近の造成宅地での調査であり，原位

置試験のほか，各種土質試験を参考に入力パラメータを

設定した．その設定方法を以下に示す． 

・ 密度：土質試験結果での採用値を参考に設定した． 

・ 透水係数k：土質試験結果もしくは粒度分布D20から

Creagerの方法48)に基づいて設定した． 

・ 初期間隙比e：原位置試験および物理試験の結果に

基づいて推算した． 

・ 圧縮指数，膨潤指数：等方圧密試験が実施されて

いないため，経験的な値49),50)を採用した． 

・ せん断波速度VS：標準貫入試験およびPS検層の結果

から総合的に決定した． 

・ 初期せん断係数比G0/’m：密度とせん断波速度VSか

ら算定される初期せん断係数G0を各土層中心の初期

平均有効応力’mで除して算定した． 
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写真-2 常時微動計測状況（法尻）                                                                          写真-3 常時微動計測状況（法肩） 
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図-18 計測と解析による伝達関数(法肩／法尻)の比較 

 

・ 疑似過圧密比OCR*：正規圧密状態と仮定して1.0と

した． 

・ 破壊応力比M*f：三軸圧縮試験から得られた内部摩

擦角’，もしくは標準貫入試験から得られる経験値

に基づいて設定した． 

・ 変相応力比M*m：内部摩擦角’と変相角mの経験的

関係51)を参考に設定した． 

・ 硬化関数中のパラメターB*0, B*1, Cf，塑性剛性・弾

性剛性のための規準ひずみP*r, E*r，ダイレイタン

シー係数D*0, n：繰返し三軸試験の要素シミュレー

ションより試行錯誤で設定した．目標としたのは，

両振幅軸ひずみ5%における繰返し回数と軸差応力

比の関係である． 

一方で，基礎地盤の粘性土層(Ac層)については，粘

性土の繰返し強度特性に関する一斉試験の結果52)を

参考にした要素シミュレーションを実施することに

よって設定した． 

 なお，動的解析に先だって実施した初期応力解析に用

いたパラメターについては，5.(2)で述べる． 

 

 

(2)  数値解析条件 

初期応力状態は，図-17に示したFEMモデルと同じモ

デルを用いた初期応力解析により算定した．全ての土層

は弾完全塑性モデルとし，要素の有効重量を荷重(100分

割の増分解析)として与えた．弾完全塑性モデルのパラ

メターは以下のように設定した． 

・ ヤング係数E：初期せん断係数G0とポアソン比の関

係から計算した． 

・ ポアソン比：静止土圧係数0.5を仮定して，全土層

において0.333とした． 

・ 地盤強度定数c, ：盛土層(B1層およびB2層)につい

ては，4.で述べたNewmark法による検討での採用値

と同じである．一方で，基礎地盤層(砂礫層Gs，沖

積砂質土層As，沖積粘土層Ac)については，標準貫

入試験から得られる経験値に基づいて設定した． 

 土骨格に対する境界条件として，底面は弾性基盤とし

てダッシュポットを配置し，そのせん断波速度VSは400 

m/sとした．側方は疑似自由地盤境界53)として，幅3,000m

程度の幅広要素(同一深度等変位拘束)をモデル両側に配

置した．間隙水に対する境界条件として，地下水位面を

水頭0の排水境界，その他の要素面は全て流量0の非排水

境界とした． 

入力地震動としては，2011年東北地方太平洋沖地震お

よび2005年宮城県沖地震による対象斜面(地盤地表面・

法尻相当)での主要滑動方向の推定加速度波形(図-15(a), 

(b)参照)を，法尻付近の地盤モデル(図-17参照)を参考に，

等価線形解析54),55)を用いて工学的基盤相当まで引き戻し

た波形(図-15(c), (d)参照)をFEM解析モデル底面に作用さ

せた． 

 数値解析上の解析条件として，計算時間増分は0.001

秒，Newmark法の係数は=0.3025および=0.6とした．

Rayleigh減衰としては，初期剛性比例型を用い，その係

数は0.0018とした．動的解析時間は150s(図-15参照)であ 
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0.0   0.1   0.2   0.3   0.4   0.5   0.6   0.7   0.8   0.9   1.0

0               10m

N30°E

 

(a) 過剰間隙水圧比の分布 

地震前は黒、地震後は赤
に修正。現状ブサイク。

0               10m
Horizontal & Residual Disp. = 111.0 cm 

N30°E

 
(b) 変形状況（等倍） 

図-19 2011年東北地方太平洋沖地震における対象斜面の被災シミュレーション 

0.0   0.1   0.2   0.3   0.4   0.5   0.6   0.7   0.8   0.9   1.0

0               10m

N30°E

 
(a) 過剰間隙水圧比の分布 

0               10m
Horizontal & Residual Disp. = 12.0 cm 

N30°E

 
(b) 変形状況（等倍） 

図-20 2005年宮城県沖地震における対象斜面の無被災シミュレーション 

 

り，その後，10,020s(2.8hour)まで慣性項を無視した圧密

解析を実施した． 

 

(3)  常時微動計測 

表-2で設定した対象斜面における動的FEM解析の適用

性について確認，および4.で指摘した盛土斜面内におけ

る地震動の増幅効果について確認するため，対象斜面の

法尻および法肩付近において微動アレー計測を行った．

写真-2および写真-3に法尻および法肩での計測状況を示

す．ここに，法尻と法肩において同時計測(アレー計測)

としたのは，後述するとおり，対象斜面における常時微

動での伝達関数(法肩／法尻)を算定するためである．微
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動計としては，一体型微動探査兼地震計機器56)を採用し

た．地震計の詳細については，文献56),57)を参照されたい．

また，計測条件として，サンプリング周波数は100Hz，

計測時間は1時間とした．観測方向は，対象斜面の主要

滑動方向(図-2参照)および2次元FEM解析断面方向(図-17

参照)を考慮して，法尻および法肩ともにN30°E－

N180°W方向とした． 

図-18は，対象斜面におけるスペクトル比による伝達

関数(法肩／法尻)を，常時微動による計測値と2次元

FEMによる解析値で比較したものである．ここに，伝達

関数の算定方法は，以下のとおりである． 

まず，微動の加速度時刻歴に対して，0.1Hzのハイパ

スフィルターを施し，163.84秒の区間を10区間抽出し，

フーリエスペクトルの計算を行い，バンド幅0.05Hzの

Parzen Windowで平滑化したのちに，スペクトル比(法肩

／法尻)を算出し，10区間の平均をとった．評価周波数

範囲としては，使用した微動計測器の性能などを考慮し

て0.2～10Hzとした．一方で，2次元FEMによる伝達関数

の算定方法は，対象斜面の2次元FEMモデル(図-17参照)

に対して，ホワイトノイズ波(PGA= 1Gal)を入力し，得

られた法尻および法肩付近での応答加速度波形(163.84秒

間)についてフーリエスペクトルの計算を行い，バンド

幅0.05HzのParzen Windowで平滑化したのちに，スペクト

ル比(法肩／法尻)を算出した． 

図-18に示すとおり，常時微動計測と2次元FEM解析に

よる対象斜面の伝達関数(スペクトル比：法肩／法尻)が

ともに主に1Hzよりも高周波帯域において1.0を連続的に

上回っている．さらに，両伝達関数のピーク周波数やス

ペクトル形状などの特徴が，計測と解析で類似している

ことが読み取れる．すなわちこれらの知見は，既往大地

震時に対象斜面では地震動の増幅効果を示していた可能

性が高いこと，5.(1)および5.(2)で設定した入力パラメー

タや数値解析条件に一定の信憑性があることを示唆する

ものである． 

 

(4)  動的解析結果 

図-19および図-20は，150sの時間断面(動的解析での最

終計算ステップ)における過剰間隙水圧比の分布，およ

び2.8hourの時間断面(圧密解析での最終計算ステップ)に

おける残留変形状況を，2011年東北地方太平洋沖地震の

ケースおよび2005年宮城県沖地震のケースでそれぞれ比

較したものである． 

図-19に示すように，2011年東北地方太平洋沖地震の

ケースでは，盛土内の広い範囲で過剰間隙水圧比が1.0

に近い値を示し，法尻部の擁壁が水平方向にはらみ出し

ている．一方で，図-20に示すように，2005年宮城県沖

地震のケースでは，盛土内の過剰間隙水圧比が0.7～0.8

程度の値に留まりその範囲も狭く，残留変形量も比較的

小さくなっている．さらに，対象斜面法肩における水平

方向の残留変形量に着目すると，2011年東北地方太平洋

沖地震のケースでは111.0cm(図-19(b)参照)であるのに対

して，2005年宮城県沖地震のケースでは12.0cm(図-20(b)

参照)となっており，残留変形量の実績値(表-1参照)と

比較的良い一致を示していることが読み取れる． 

 

 

6.  まとめ 

 

 本研究では，仙台市泉区南光台6丁目の宅地造成斜面

を対象に，現地で実施した余震観測記録に基づき，2011

年東北地方太平洋沖地震および2005年宮城県沖地震にお

いて当該斜面に作用した地震動を推定した．そして，推

定地震動を入力波とした場合の当該斜面における滑動・

残留変形量を，Newmark法および動的有効応力解析に基

づいて評価した．以下に得られた知見を示す． 

(1) 仙台市泉区南光台6丁目の宅地造成斜面と周辺の既

存強震観測点では，サイト特性が異なっているため， 

2005年宮城県沖地震および2011年東北地方太平洋沖

地震による観測地震動を南光台6丁目の宅地造成斜

面に作用した地震動として転用することはできない． 

(2) 丸山による本震記録を利用した地震動評価手法を利

用すれば，2005年宮城県沖地震ならびに2011年東北

地方太平洋沖地震による南光台6丁目の宅地造成斜

面周辺で得られた観測地震動を一定の精度で再現す

ることが可能である． 

(3) 2011年東北地方太平洋沖地震による南光台6丁目の

宅地造成斜面での推定地震動は，2005年宮城県沖地

震による推定地震動に対して，地震波形の振幅値が

大きく，地震動の継続時間も長くなっており，応答

スペクトルが評価周期帯域においてほぼ連続的に上

回っている． 

(4) 2005年宮城県沖地震および2011年東北地方太平洋沖

地震による南光台6丁目の宅地造成斜面での推定地

震動を入力波とした，Newmark法に基づく滑動変形

量の評価では，被災・無被災を定性的には評価可能

であるものの，残留変形量の実績値を十分な精度で

再現することができない． 

(5) 2005年宮城県沖地震および2011年東北地方太平洋沖

地震による南光台6丁目の宅地造成斜面での推定地

震動を入力波とした，動的有効応力解析に基づく残

留変形量の評価では，被災・無被災を評価できるだ

けでなく，残留変形量の実績値についても十分な精

度で再現することが可能である． 

今後は，1978年宮城県沖地震を対象とした強震動の評
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価58)および被災シミュレーションを実施することによっ

て，宅地造成斜面の耐震性能評価に関する知見をさらに

深めていきたいと考えている． 
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DAMAGE AND NON-DAMAGE SIMULATION OF A RESIDENTIAL FILL SLOPE, 

NANKODAI 6 CHOME, IZUMI WARD, SENDAI CITY, 
DURING THE 2005 OFF MIYAGI PREFECTURE EARTHQUAKE 

AND THE 2011 OFF THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 
 

Katharina NIGGEMANN, Yoshiya HATA, Ken-ichi TOKIDA 
Hirokazu KADOTA and Masaki UOTANI 

 
   Evaluation of residual displacement was conducted in order to simulate process of damage and non-
damage to a residential fill slope, Nankodai 6 chome, Izumi Ward, Sendai City, Miyagi Prefecture, during 
the 2005 off Miyagi Prefecture Earthquake and the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. First, 
analyses based on Newmark’s Sliding Block Method were carried out using ground motions of the 2005 
main shock and 2011 main shock at the site estimated from temporary earthquake observation records. 
Analyses based on dyamic FEM calculation were then conducted considering the estimated ground 
motions. The result of the analyses due to the 2005 main shock and the 2011 main shock coincides with 
the actual damage and non-damage to the residential fill slope. 
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